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平成27年３月６日

株 主 各 位
東 京 都 千 代 田 区 丸 の 内 三 丁 目 ８ 番 １ 号

ガンホー・オンライン・エンターテイメント株式会社

代表取締役社長 森 下 一 喜
　

第18期定時株主総会招集ご通知
　

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第18期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださ
いますようご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます
ので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討の上、同封の議決権行使書用紙
に議案に対する賛否をご表示いただき、平成27年３月20日（金曜日）午後６時までに
到着するようご返送くださいますようお願い申し上げます。

敬 具
記

１. 開催日時 平成27年３月23日（月曜日）午前10時（受付開始予定午前９時）
２. 開催場所 東京都港区高輪三丁目13番１号

グランドプリンスホテル新高輪「国際館パミール」
（末尾の「株主総会会場のご案内」をご参照ください。）

３. 目的事項

　報告事項 １. 第18期（平成26年１月１日から平成26年12月31日まで）事業報
告の内容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査役会
の連結計算書類監査結果報告の件

２. 第18期（平成26年１月１日から平成26年12月31日まで）計算書
類の内容報告の件

　決議事項

　第１号議案 取締役７名選任の件

　第２号議案 取締役に対する株式報酬型ストック・オプション報酬額及び内容
決定の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
・株主でない代理人及びご同伴の方など、株主以外の方は株主総会にご出席いただけ
ませんので、ご注意くださいますようお願いいたします。
・当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くだ
さいますようお願い申し上げます。
・株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合
は、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.gungho.co.jp/）に掲載させ
ていただきます。
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(添付書類)

事 業 報 告

（平成26年１月１日から
平成26年12月31日まで）

　

１．企業集団の現況に関する事項
　(1) 当連結会計年度の事業の状況

　 ① 事業の経過及び成果

　当社グループを取り巻く環境は、国内市場におけるスマートフォンの契約台

数が日本人口の半数を超え、海外にもその拡大は広がっております。また、中

国市場をはじめ東南アジア市場においても、今後の成長期待が大きく、スマー

トフォンゲーム市場はさらなる拡大が予測されます。

スマートフォン向けゲームでは、平成24年２月よりサービスを開始している

「パズル＆ドラゴンズ（以下「パズドラ」）」を、より長期的にご支持頂けるゲー

ムへと発展させるために、国内外問わず著名なIPとのコラボイベントの実施、

スペシャルダンジョンなど定期的なイベント実施等に加え、さらには７月29日

より新たなゲーム要素である「パズドラW」を実装し、業界では稀にみる2in1の

ゲームとしてサービスを継続してまいりました。またバージョンアップによる

新しいモンスターの投入など、飽きのこないゲームをご提供し続けた結果、平

成26年度において、App Store「BEST OF 2014（トップセールス）」並びに

Google Play「ベスト オブ 2014（2014年ベストゲーム）」を受賞いたしまし

た。また、日本国内のみに留まらず、平成26年１月には、香港・台湾へもサー

ビスを開始し、その展開地域を着実に拡大しております。

　さらに、「パズドラ」はスマートフォンだけに留まらず、アーケードゲームと

して「パズドラ バトルトーナメント－ラズール王国とマドロミドラゴン－」や

「パズドラＺ テイマーバトル」として提供を始めました。スマートフォンを持

たない低年齢層向けには、ニンテンドー３ＤＳ向けに「パズドラＺ」を発売し、

これに伴い少年誌「コロコロコミック」では漫画連載も継続しております。

　「パズドラ」以外にも、スマートフォン向けに「サモンズボード」、「ピコッ

トキングダム」、「三国テンカトリガー」、「勇者トリデBAGOOON!!（バゴーン）」

の新作４本のサービスを開始しました。市場競争が非常に激化する中、なかで

も「サモンズボード」は200万ダウンロードを突破するなど、堅調に推移してお

ります。

PCオンラインゲームにおいても、引き続き「ラグナロクオンライン」「エミ

ル・クロニクル・オンライン」を主軸に、長期的な運営を継続しております。
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　この結果、当連結会計年度における売上高は173,069百万円（前連結会計年度

比6.1％増）、営業利益94,283百万円（前連結会計年度比3.3％増）、経常利益

93,524百万円（前連結会計年度比3.8％増）、当期純利益62,038百万円（前連結

会計年度比13.3％増）となりました。

　
　 ② 設備投資の状況

　当連結会計年度におきましては、総額1,685百万円の設備投資を行いました。

その主なものは、ゲーム開発に係る支出として1,400百万円であります。

　

　 ③ 資金調達の状況

　当連結会計年度におきましては、重要な資金調達はありません。

　

　 ④ 他の会社の株式その他持分又は新株予約権の取得又は処分の状況

GGF B.V.の株式の売却（詳細はP24をご参照ください。）
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　(2) 財産及び損益の状況

　 ① 連結
(単位：百万円)

区 分
第15期

自 平成23年１月１日
至 平成23年12月31日

第16期
自 平成24年１月１日
至 平成24年12月31日

第17期
自 平成25年１月１日
至 平成25年12月31日

第18期
自 平成26年１月１日
至 平成26年12月31日

売 上 高 9,607 25,821 163,060 173,069

営 業 利 益 1,176 9,298 91,228 94,283

経 常 利 益 1,545 9,355 90,104 93,524

当 期 純 利 益 1,657 8,209 54,768 62,038

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

1円44銭 7円14銭 47円56銭 54円02銭

総 資 産 14,200 25,085 125,390 161,081

純 資 産 10,794 19,391 77,428 131,203

１ 株 当 た り
純 資 産 額

6円50銭 14円29銭 64円69銭 112円32銭

(注) 平成25年４月１日付で当社普通株式１株につき10株の割合、平成25年７月１日付で当社普通株
式１株につき10株の割合、平成26年１月１日付で当社普通株式１株につき100株の割合にて株
式分割を行っておりますが、第15期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当
期純利益及び１株当たり純資産額を算定しております。

　
　 ② 個別

(単位：百万円)

区 分
第15期

自 平成23年１月１日
至 平成23年12月31日

第16期
自 平成24年１月１日
至 平成24年12月31日

第17期
自 平成25年１月１日
至 平成25年12月31日

第18期
自 平成26年１月１日
至 平成26年12月31日

売 上 高 7,505 22,985 158,778 168,986

営 業 利 益 741 9,886 92,420 95,988

経 常 利 益 748 9,899 92,419 96,067

当 期 純 利 益 764 8,929 57,750 62,549

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

0円66銭 7円77銭 50円15銭 54円46銭

総 資 産 6,405 17,718 116,886 154,716

純 資 産 4,419 13,351 71,113 128,002

１ 株 当 た り
純 資 産 額

3円84銭 11円61銭 61円73銭 111円53銭

(注) 平成25年４月１日付で当社普通株式１株につき10株の割合、平成25年７月１日付で当社普通株
式１株につき10株の割合、平成26年１月１日付で当社普通株式１株につき100株の割合にて株
式分割を行っておりますが、第15期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当
期純利益及び１株当たり純資産額を算定しております。
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　(3) 重要な親会社及び子会社の状況

　 ① 親会社との関係

当社の親会社は、ソフトバンク株式会社で、同社は当社の株式を387,440,000株

（持株比率33.75%）保有しております。また、ソフトバンク株式会社の子会社であ

るソフトバンクモバイル株式会社は当社の株式を73,400,000株（持株比率6.39%）

保有しております。

（注）持株比率は自己株式（4,300,000株）を控除して計算しております。

　 ② 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主な事業内容

株式会社
ゲームアーツ

78百万円 97.88%
PCオンラインゲーム、コ
ンシューマゲームの企
画・開発・販売

GRAVITY Co.,Ltd.
3,474百万

ウォン
59.31%

PCオンラインゲーム、ス
マートフォンゲームの企
画・開発・運営・配信

株式会社
アクワイア

119百万円 50.07%
スマートフォンゲーム、
コンシューマゲームの企
画・開発・販売・運営

株式会社
グラスホッパー･
マニファクチュア

50百万円 100.00%
コンシューマゲームの企
画・開発

GnugHo Online
Entertainment
America,Inc.

300千米ドル 100.00%
スマートフォンゲーム、
コンシューマゲームの企
画・開発・販売・運営

GungHo Online
Entertainment
Asia Pacific
Pte.Ltd.

56百万シンガ
ポールドル

100.00% 持株会社

PlayPhone,Inc. 2千米ドル 70.00%
グローバルビリングサー
ビスの提供

（注）1.GungHo Online Entertainment America,Inc.は平成24年３月に当社が100％出資し設立した
会社であります。

2.GungHo Online Entertainment Asia Pacific Pte.Ltd.は平成26年９月に当社が100%出資し
設立した会社であります。

3.PlayPhone,Inc.は平成26年10月にGungHo Online Entertainment Asia Pacific Pte.Ltd.が
株式を取得した会社であります。

4.前連結会計年度まで特定子会社であったGGF B.V.は全株式を売却したことに伴い、当連結
会計年度において連結の範囲から除外しております。

　(4) 対処すべき課題

近年、パソコンに代わりスマートフォンが世界規模で普及拡大を続け、さら
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に様々な端末が続々とインターネット接続されるなど、オンライン化が加速度

的に進んでおります。また、身近な端末がゲーム機になり得ることから、従来

ゲームに参加していなかった非ユーザー層がゲームに参加し始め、ゲーム人口

は拡大を続けております。このような状況の中、当社グループは常に変化し続

けるゲーム産業の経営環境を早期かつ的確に把握し、対処すべき重要課題を定

め、それに適合した経営戦略を推進しております。

具体的な重要課題に対する取り組みは以下のとおりであります。

　
　①既存価値の最大化

　当社グループでは、サービス開始から13年目に突入した「ラグナロクオンラ

イン」や、平成27年２月には３周年を迎えるスマートフォン向け「パズドラ」

をはじめ、ゲームブランドとして確立したIP（※）資産を、多角的に利用する

ことを経営方針の一つとしております。

　「パズドラ」においても、長期的展開を主眼にゲームのブランド力向上を目

指し、ニンテンドー3DS向けソフト「パズドラZ」、アーケードゲーム機への参

入、キャラクターグッズ、コミック、イベントの開催等、多方面へ作品を展開

し、ユーザーの皆様に様々な形でお楽しみ頂いております。これら様々な展開

の下、ユーザー様の年齢層にあったゲームの楽しみを提供することにより「ロ

イヤルカスタマー（生涯顧客）」を育成し、ゲームブランドとしての長期的な発

展を目指してまいります。

　 ※Intellectual Property（知的財産）の略であり、「知的所有権」とも呼ば

　 れ、人の創造活動によって生み出されるアイディア、技術など実体のないも

　 のをさす。

　
　②新規価値創造への挑戦

　様々な端末のオンライン化により、オンラインゲーム市場は、今後も新規参

入企業の増加や統合が予想され、競争環境はさらに厳しくなるものと想定され

ます。また、今後も技術の急速な進化が予想され、新たなゲーム機となり得る

端末の登場により、将来的にはまた新たな市場が形成されることが予測されま

す。このような中、当社グループは、オンラインゲームで培った開発・運用ノ

ウハウや経験、スマートフォン・家庭用ゲームでも評価の高い企画・開発力を

最大限に活かし、「直観的」「革新的」「魅力的」「継続的」「演出的」という開発

５原則を元に、様々なプラットフォームに向け新しい価値をお客様に提供して

まいります。

　
　③グローバル市場における成長

　スマートフォン市場が世界規模で拡大を続ける中、今後もスマートフォンゲ

ームを含めた広義のオンラインゲーム市場はさらに拡大していくことが予想さ
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れます。

　当社グループでは、PCオンラインゲームをはじめスマートフォンゲーム、家

庭用ゲームについても順次海外展開を図っております。スマートフォンゲーム

やPCオンラインゲームは、配信開始後も、様々なイベントやキャンペーンの実

施など継続的なコンテンツの運用体制が必要となるため、世界展開には各国の

ニーズに合わせた運用体制を構築の上、質の高いゲームを提供することで、世

界中のお客様がロイヤルカスタマー（生涯顧客）となることによる、さらなる

収益性向上を目指してまいります。

　④リスク管理体制及びコーポレート・ガバナンス強化

　当社グループは、厳格な個人情報管理を含めたリスク管理体制を構築してお

ります。今後もリスク管理体制の強化とともに、機動的かつ柔軟な組織体制の

両立を目指し、コーポレート・ガバナンスの強化に取り組んでまいります。

　
　⑤消費者の安全性の確保

　当社グループが事業を展開するオンラインゲーム業界は、日本並びに世界に

おいても新しい産業であり、未整備の課題や問題も内在しております。また、

スマートフォンは幅広い年齢層のユーザーが保有していることから、青少年を

含む利用者の皆様が安全な環境で安心してオンラインゲームを利用できる環境

をご提供することが必要となっております。当社は、一般社団法人日本オンラ

インゲーム協会（以下、JOGA）に加盟し、消費者が不利益を被ることがないよ

う、業界各社と広く情報交換を行い、未整備課題への対処等を通じて、経済社

会の発展に貢献してまいります。

　
　⑥開発を含む組織体制の強化

　ゲーム市場は、市場変化や技術革新が目まぐるしく進化を続けております。

当社グループでは、継続的な成長を目指し、機動的な事業の運営、経営効率の

向上を図るとともに、収益基盤の強化に向けた組織体制の強化を進めておりま

す。当社グループの収益源となるゲーム開発にあたっては、アメーバ開発体制

による柔軟な組織を形成し、必要に応じた人員配置を行い機動的な開発体制を

構築しております。

　(5) 主要な事業内容（平成26年12月31日現在）

① PCオンラインゲーム、スマートフォンゲームの企画・開発・運営・配信

② コンシューマゲームの企画・開発・販売
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　(6) 主要な営業所（平成26年12月31日現在）

　 ① 当社の事業所

　 東京都千代田区丸の内三丁目８番１号

　 ② 主要な子会社の事業所

　 ・株式会社ゲームアーツ

　 東京都千代田区丸の内三丁目８番１号

　 ・GRAVITY Co.,Ltd.

　 15F,Nuritkum Square R&D Tower,396, World Cup buk-ro, Mapo-Gu, Seoul,

Korea

　 ・株式会社アクワイア

　 東京都千代田区外神田一丁目16番９号 朝風二号館ビル

　 ・株式会社グラスホッパー・マニファクチュア

　 東京都千代田区丸の内三丁目８番１号

　 ・GungHo Online Entertainment America,Inc.

2101 Rosecrans Ave, Suite 3220 El Segundo, CA 90245 USA

　 ・GungHo Online Entertainment Asia Pacific Pte.Ltd.

　 80 Robinson Road, #02-00, Singapore

　 ・PlayPhone,Inc.

　 3500 South Dupont Hwy, Dover, Delaware 19901 USA

　(7) 使用人の状況（平成26年12月31日現在）

　 ① 企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

971名［88名］ △34名

(注) 使用人数の［外書］は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

　
　 ② 当社の使用人の状況

使用人数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

316名［66名］ １名 36歳 ６ヶ月 ５年 １ヶ月

　(注)１．使用人数の［外書］は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。
　 ２．使用人数は、当社から他社への出向者は除き、他社から当社への出向者を含む就業人

員数であります。
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　(8) 主要な借入先の状況（平成26年12月31日現在）

借 入 先 借 入 金 残 高

株式会社みずほ銀行 750百万円

Comerica Bank 484百万円

朝日信用金庫 111百万円

株式会社日本政策金融公庫 109百万円

株式会社東京都民銀行 30百万円

　

　(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　 該当事項はありません。

２．会社の株式に関する事項
　(1) 株式の状況（平成26年12月31日現在）

① 発行可能株式総数 3,212,000,000株

② 発行済株式の総数 1,152,010,000株

③ 株主数 141,685名

④ 大株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

ソフトバンク株式会社 387,440,000株 33.75％

合同会社ハーティス 223,080,000株 19.43％

ソフトバンクモバイル株式会社 73,400,000株 6.39％

合同会社孫エクイティーズ 63,310,000株 5.51％

森下 一喜 10,096,000株 0.87％

アジアングルーヴ合同会社 10,000,000株 0.87％

BNY GCM CLIENT ACCOUNT JPRD AC ISG
(FE-AC)

5,064,419株 0.44％

株式会社SBI証券 5,061,600株 0.44％

楽天証券株式会社 4,552,300株 0.39％

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社（信託口）

4,333,400株 0.37％

（注）持株比率は自己株式（4,300,000株）を控除して計算しております。

　

　(2) 新株予約権等の状況

　 該当事項はありません。
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３．会社役員に関する事項
　(1) 取締役及び監査役の状況（平成26年12月31日現在）

会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役会長 孫 泰 蔵

合同会社孫エクイティーズ 代表社員

アジアングルーヴ合同会社 代表社員

合同会社ハーティス 職務執行者

Supercell Oy Director（取締役）

代表取締役社長 森 下 一 喜
株式会社ゲームアーツ 代表取締役社長

GRAVITY Co.,Ltd. 理事（取締役）

取 締 役 坂 井 一 也

当社財務経理本部長兼CFO

GRAVITY Co.,Ltd. 理事（取締役）

GungHo Online Entertainment Asia Pacific

Pte.Ltd. Director（取締役）

取 締 役 北 村 佳 紀
当社国際本部長

GRAVITY Co.,Ltd. 理事（取締役）

取 締 役 越 智 政 人 当社システム・CS本部長

取 締 役 吉 田 康 二

当社経営管理本部長兼CCO

GungHo Online Entertainment Asia Pacific

Pte.Ltd. Director（取締役）

取 締 役 大 庭 則 一
ソフトバンク株式会社 財務部部長補佐兼財

務管理グループ長

常 勤 監 査 役 安 藤 陽一郎 株式会社ゲームアーツ 社外監査役

監 査 役 上 原 浩 人
上原浩人公認会計士事務所 代表

株式会社シーアイエス 社外取締役

監 査 役 蒲 俊 郎

城山タワー法律事務所 代表弁護士

学校法人桐蔭学園 理事

桐蔭法科大学院 法科大学院長

株式会社ケイブ 社外監査役

株式会社ティーガイア 社外監査役
(注) 1. 常勤監査役 安藤陽一郎氏・監査役 上原浩人氏・監査役 蒲俊郎氏は、会社法第２条第16

号に定める社外監査役であり、東京証券取引所に独立役員として届け出ております。

2. 監査役 上原浩人氏は公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知

見を有しております。

3. 当事業年度中に以下の取締役の地位及び担当の異動がありました。

氏名 新 旧 異動年月日

坂 井 一 也 財務経理本部長兼CFO
財務経理本部長兼CFO

兼IRO
平成26年4月28日

越 智 政 人 システム・CS本部長
オンライン本部上席

本部長
平成26年5月１日
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　(2) 取締役及び監査役の報酬等の額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役 ６名 181百万円

監 査 役 ３名 29百万円

合 計 ９名 211百万円

(注) 1. 当事業年度支給額には使用人兼務取締役の使用人給与相当額は含まれておりません。

　 使用人兼務取締役の使用人給与相当額は次のとおりであります。
使用人兼務取締役 ４名 154百万円

2. 期末現在の人員数は取締役７名、監査役３名であります。なお、上記支給人員との相違
は、無報酬の取締役１名が存在していることによるものであります。

3. 上記のうち、社外役員に対する報酬等の総額は監査役３名29百万円であります。

　

　(3) 社外役員に関する事項

　 ・重要な兼職先と当社との関係

Ⅰ．監査役 安藤陽一郎氏は、株式会社ゲームアーツの社外監査役を兼務して

おります。なお、株式会社ゲームアーツは当社の子会社です。

Ⅱ．監査役 上原浩人氏は、上原浩人公認会計士事務所の代表及び株式会社シ

ーアイエスの社外取締役を兼務しております。なお、当社は上記の事務所

及び会社との間には特別の関係はありません。

Ⅲ．監査役 蒲俊郎氏は、城山タワー法律事務所の代表弁護士、学校法人桐蔭

学園の理事、桐蔭法科大学院の法科大学院長、株式会社ケイブの社外監査

役及び株式会社ティーガイアの社外監査役を兼務しております。なお、当

社は上記の事務所、学校法人及び会社との間には特別の関係はありません。

　 ・当事業年度における主な活動状況

　 イ．取締役会及び監査役会への出席状況

取締役会（15回開催） 監査役会（16回開催）

出席回数 出席率 出席回数 出席率

監査役 安藤 陽一郎 15回 100％ 16回 100％

監査役 上原 浩人 15回 100％ 16回 100％

監査役 蒲 俊郎 15回 100％ 16回 100％
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　 ロ．取締役会等における発言状況

　上記監査役３名は、取締役会の意思決定の適法性・妥当性を確保するための

助言及び提言を行っております。また、監査役会においても適宜、必要な発言

を行っております。

　 ・責任限定契約の内容の概要

　当社と社外監査役 上原浩人氏・蒲俊郎氏につきましては、会社法第427条第

１項に基づいて損害賠償責任の限定について契約を締結しており、当該契約に

基づく損害賠償責任額は金100万円又は会社法第425条第１項に定める最低責任

限度額のいずれか高い額となります。

　

４．会計監査人の状況
　(1) 名称 あらた監査法人

　(2) 報酬等の額

　当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額は29百万円であり、すべて公認会計

士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づく報酬でありま

す。なお、当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と

金融商品取引法に基づく監査の監査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分

できないため、これらの合計額を記載しております。

　また、当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の

合計額は29百万円であります。

　(3) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　当社では、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認

められる場合は、監査役全員の合意に基づき監査役会が、会計監査人を解任いた

します。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主

総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

　なお、監査役会は、会計監査人の継続監査年数等を勘案しまして、再任もしく

は不再任の決定を行います。
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５．業務の適正を確保するための体制
取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　「コンプライアンス組織・手続規程」に基づき、コンプライアンスの責任者であ

るチーフ・コンプライアンス・オフィサー（CCO）を選任するとともに、各本部にコ

ンプライアンス担当者を任命しております。

　役職員がコンプライアンス上の問題を発見した場合には、所属部署及び他部署の

コンプライアンス担当者だけでなく、直接CCOに報告・相談することも可能としてお

ります。報告・相談を受けたCCOは内容を調査し、その結果コンプライアンス違反行

為が確認され、協議の上懲罰すべきと判断した場合には、懲戒委員会を設置し審議

することとしております。

　また、CCOへの報告・相談を補完するため、役職員からの報告・相談を受け付ける

社外弁護士を窓口とするホットラインを設置しております。

さらに、役職員のコンプライアンスへの認識と意識向上を目的としてコンプライ

アンス研修を行っております。

　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　文書の保存、管理に必要な基準を定め、当社の文書の保存、管理業務の効率的な

運営を図ることを目的とした「文書保存管理規程」に基づき、取締役会議事録その

他法定の作成資料などの文書情報の保存及び管理を行っております。

　また、「情報セキュリティ基本規程」に基づき、情報セキュリティ活動を主導する

ためのチーフ・インフォメーション・セキュリティ・オフィサー（CISO）を選任す

るとともに、CISOを長とする情報セキュリティ委員会を設置し、情報セキュリティ

活動を推進しております。

　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　損失の危険の管理については、「危機管理体制に関する規程」に基づき、必要に応

じてガイドラインの制定、研修の実施、マニュアルの作成・配布等を行っておりま

す。

　リスクの予防については、リスク対応の審議機関としてリスク管理委員会を設置

し、各リスクの主管部門がリスクの低減とその未然防止を図ってまいります。また、

危機の発生時には、直ちに対策本部を設置し、チーフ・クライシス・マネージメン

ト・オフィサー（CCMO）を中心に対応してまいります。

　また、上記リスク管理活動の実施状況については、内部監査室による内部監査に

てリスク管理状況の監査を行い、結果を社長及び監査役に報告しております。
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　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　効率的な運営体制を確保するため、「業務分掌規程」及び「職務権限規程」にて、各

部門の業務遂行に必要な職務の範囲及び権限と責任を明確にするとともに、「取締役

会規程」「経営会議規程」「稟議規程」等の機関決定に関する規程を定め、決裁権限

を明確にしております。

　当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

① 当社基本思想、理念の共有を図り、ガバナンス体制とコンプライアンスの強化

に関する事項を規定する、「ガンホー・オンライン・エンターテイメントグルー

プ憲章」を定めております。

② コンプライアンスを推進するための責任者であるチーフ・コンプライアンス・

オフィサー（CCO）を選任しております。

③ グループ各社所属の役職員がコンプライアンス問題を報告・相談できる独自の

コンプライアンス相談窓口を設置しているほか、グループ各社所属の役職員か

ら直接報告・相談を受ける社外弁護士を窓口とするホットラインを設置してお

ります。

④ 当社の子会社に対し、当社の役員または職員を取締役または監査役として配置

することで、当該子会社の業務の適正な執行を確保する体制を執っております。

⑤ 当社のCEOをはじめグループ各社の執行メンバーから構成される会議を開催し、

事業シナジーを促進するとともに、コンプライアンス、リスク管理、効率性向

上等のための施策の共有をしていきます。

⑥ グループ会社を含む財務報告の適正性について、経営者確認を行い、グループ

全体としての有価証券報告書等の内容の適正性の確保と内部統制の整備を図っ

ております。尚、内部統制上に問題が発生した場合には、改善対応すべく体制

を執っております。

⑦ 当社の内部監査室は、過去の内部監査実績のほか、財務状況等を総合的に判断

し、リスクが高いと判断されるグループ会社に対しては内部監査を実施してお

ります。

⑧ 当社ではチーフ・インフォメーション・セキュリティ・オフィサー（CISO）

を、及び各グループ会社では情報セキュリティ担当者を選任し、CISOを長とす

る、グループ情報セキュリティ委員会を定期的に開催し、情報セキュリティ対

策のガイドラインを設け、各社の対策状況の報告、各種協議を行うとともに、

情報セキュリティ対策に関する知識、技術等の共有を行っております。
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　反社会的勢力排除に向けた体制

　当社は、「ガンホー・オンライン・エンターテイメントグループ憲章」の実践のた

めに「ガンホーグループ役職員/コンプライアンス・コード」を定め、研修の機会等

を活用し、役職員の意識向上を図っております。当社のコンプライアンス・コード

において社会との健全な関係を維持し、反社会的勢力とは断固対決することを宣言

しております。当社は、平素より外部専門機関や不当要求情報管理機関との関係構

築に留意しており、不当要求等が発生した場合には関係各機関との連携のもと対応

要領に基づき反社会的勢力に対応してまいります。今後も関係各機関との情報交換

や研修への参加等を含め、反社会的勢力排除に向けた体制を強化してまいります。

　監査役の職務を補助すべき使用人

　必要に応じ監査役の職務を補助する専属の使用人である補助者の配置、若しくは

内部監査部門と協議の上、個別の監査項目について内部監査部門の役職員を補助者

に選任することができるものとします。

　補助者の監査業務に関する指揮・命令は監査役が行うものとし、専属の補助者の

人事異動・人事評価・懲戒処分若しくは個別に補助者に選任した内部監査部門の役

職員の当該業務に関する人事評価・懲戒処分は監査役の同意を得なければならない

ものとします。

　監査役への報告体制

　 取締役及び使用人は、監査役に対して、次の事項を報告します。

　 １．当社グループに関する重要事項

　 ２．会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事項

　 ３．内部統制システムの整備状況

　 ４．法令･定款違反事項

　 ５．コンプライアンス体制に関する事項及びホットライン通報状況

　 ６．内部監査の監査結果

７．上記のほか、監査役がその職務遂行上報告を受ける必要があると判断した事

項

　その他監査役会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　代表取締役と定期的に意見交換会を開催しております。また、監査役が必要と認

めた場合、取締役及び使用人にヒアリングを実施する機会を設けております。さら

に、監査法人や重要な子会社の取締役、監査役との定期的な会合を設け情報交換を

行うなど連携を図っていくとともに、常勤監査役は当社の「経営会議」等重要な会

議に出席しております。
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６．剰余金の配当等の決定に関する方針
当社グループは、株主の皆様への利益還元を経営の重要課題の一つと認識し、将

来の企業価値向上と競争力を極大化すること、また、経営体質強化のための内部留

保を勘案しつつ、業績に見合った利益還元を行うことを基本方針としております。

内部留保資金の使途につきましては、財務体質と経営基盤の強化及び将来の成長に

向けた積極的な事業展開等に有効活用していく方針です。

　当連結会計年度におきましても、「パズル＆ドラゴンズ」が前連結会計年度から引

き続き好調に推移し、過去最高売上・利益をさらに更新いたしました。今後も日本

国内のみならず海外でも「パズル＆ドラゴンズ」の既存価値向上を図るとともに、

新規ゲーム開発、Ｍ＆Ａを含めた機動性確保など積極的な先行投資を勘案し、１株

当たり３円の配当を実施させて頂き、今後も、株主の皆様のご期待に添えるよう引

き続き邁進してまいります。

　なお、配当の回数につきましては、会社として基本的な方針を定めておりません

が、定款上、取締役会の決議によって、毎年６月30日、12月31日及びその他の基準

日に剰余金の配当ができることとしております。
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連 結 貸 借 対 照 表

(平成26年12月31日現在)
(単位：百万円)

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 150,905 流 動 負 債 28,466

　現 金 及 び 預 金 132,099 買 掛 金 579

　売 掛 金 16,094 短 期 借 入 金 243

　有 価 証 券 543 １年内返済予定の長期借入金 232

　商 品 33 未 払 法 人 税 等 19,612

　仕 掛 品 63 賞 与 引 当 金 11

　繰 延 税 金 資 産 1,295 そ の 他 7,785

　そ の 他 836 固 定 負 債 1,411

　貸 倒 引 当 金 △60 長 期 借 入 金 1,009

固 定 資 産 10,175 退職給付に係る負債 11

有 形 固 定 資 産 405 そ の 他 389

無 形 固 定 資 産 4,484 負 債 合 計 29,877

の れ ん 1,493 純 資 産 の 部

　 ソ フ ト ウ エ ア 1,778 株 主 資 本 128,443

ソフトウエア仮勘定 1,158 資 本 金 5,338

そ の 他 53 資 本 剰 余 金 5,471

投 資 そ の 他 の 資 産 5,285 利 益 剰 余 金 120,414

　 投 資 有 価 証 券 2,629 自 己 株 式 △2,780

　 繰 延 税 金 資 産 652 その他の包括利益累計額 462

そ の 他 2,135 その他有価証券評価差額金 71

　貸 倒 引 当 金 △131 為替換算調整勘定 391

少 数 株 主 持 分 2,297

　 純 資 産 合 計 131,203

資 産 合 計 161,081 負 債 純 資 産 合 計 161,081

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

（平成26年１月１日から
平成26年12月31日まで）

(単位：百万円)

科 目 金 額

売 上 高 173,069

売 上 原 価 55,989

売 上 総 利 益 117,080

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 22,797

営 業 利 益 94,283

営 業 外 収 益

受 取 利 息 166

為 替 差 益 88

そ の 他 39 293

営 業 外 費 用

支 払 利 息 26

持 分 法 に よ る 投 資 損 失 1,021

そ の 他 4 1,052

経 常 利 益 93,524

特 別 利 益

関 係 会 社 株 式 売 却 益 7,591 7,591

特 別 損 失

減 損 損 失 225 225

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 100,890

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 37,327

法 人 税 等 調 整 額 2,305 39,633

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 61,257

少 数 株 主 損 失 （△） △780

当 期 純 利 益 62,038
(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（平成26年１月１日から
平成26年12月31日まで）

(単位：百万円)

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 5,338 5,471 61,255 ― 72,065

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △2,880 △2,880

当 期 純 利 益 62,038 62,038

自 己 株 式 の 取 得 △2,780 △2,780

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

―

当 期 変 動 額 合 計 59,158 △2,780 56,377

当 期 末 残 高 5,338 5,471 120,414 △2,780 128,443

その他の包括利益累計額

少数株主持分 純資産合計その他有
価証券評
価差額金

為替換算
調整勘定

その他の包
括利益累計
額合計

当 期 首 残 高 ― 2,460 2,460 2,902 77,428

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △2,880

当 期 純 利 益 62,038

自 己 株 式 の 取 得 △2,780

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

71 △2,068 △1,997 △604 △2,602

当 期 変 動 額 合 計 71 △2,068 △1,997 △604 53,775

当 期 末 残 高 71 391 462 2,297 131,203

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項等

　(1) 連結の範囲に関する事項

　 子会社は全て連結しております。

・連結子会社の数 17社

・主要な連結子会社の名称

株式会社ゲームアーツ

GRAVITY Co.,Ltd.

株式会社アクワイア

株式会社グラスホッパー・マニファクチュア

GungHo Online Entertainment America,Inc.

GungHo Online Entertainment Asia Pacific Pte.Ltd.

PlayPhone,Inc.

当連結会計年度より、新たに設立したGungHo Online Entertainment Asia

Pacific Pte.Ltd.を連結の範囲に含めております。

PlayPhone,Inc.及びその連結子会社４社は株式取得に伴い当連結会計年度より

連結の範囲に含めております。なお、みなし取得日を平成26年12月31日としてお

ります。

特定子会社であるGGF B.V.の全株式を売却したことに伴い、みなし売却日を平

成26年７月１日として同社を連結の範囲から除外しております。

　(2) 持分法の適用に関する事項

　 ・持分法を適用した関連会社の数

　該当事項はありません。

前連結会計年度において持分法の適用の範囲に含めておりましたSupercell Oy

の議決権株式の51%（希薄化後）を保有するKahon 3 Oyは、当連結会計年度におい

てGGF B.V.の保有株式を売却したことに伴い、持分法の適用の範囲から除外して

おります。また、前連結会計年度において持分法の適用の範囲に含めておりまし

たGRAVITY EU SASは、保有株式売却に伴い当連結会計年度において持分法の適用

の範囲から除外しております。

　(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、株式会社ゼロディブ（３月31日）を除き、連結決算日

と一致しております。なお、同社については連結決算日で本決算に準じた仮決算

を行った計算書類を基礎とし、連結決算を行っております。
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　(4) 会計処理基準に関する事項

　 ① 重要な資産の評価基準及び評価方法

　 イ．有価証券

　 その他有価証券

　・時価のあるもの 連結会計年度末の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）

　・時価のないもの 移動平均法による原価法

なお、一部の在外子会社につきましては総平

均法による原価法を採用しております。

　 ロ．たな卸資産

　・商品 個別法による原価法(収益性の低下による簿価

切下げの方法）

　・仕掛品 個別法による原価法(収益性の低下による簿価

切下げの方法）

なお、一部の在外子会社につきましては総平

均法による低価法を採用しております。

　
　 ② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．リース資産以外の

　 有形固定資産

定率法によっております。

(ただし、平成19年３月31日以前に取得したも

のに関しては、旧定率法を採用しておりま

す。）

なお、主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。

　建物附属設備 ４～15年

　その他 ４～６年

なお、一部の在外子会社につきましては定額

法を採用しております。
ロ．リース資産以外の

　 無形固定資産

主に定額法によっており、自社利用のソフト

ウエアについては社内における利用可能期間

（１年～５年）に基づいております。

ただし、ポータブルデバイス向けゲームに関

連する無形固定資産は、見込販売収益により

償却しております。
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ハ．リース資産 リース期間(一部の在外子会社につきましては

リース期間を上限とする経済的耐用年数)を耐

用年数とし、残存価額を零とする定額法によ

っております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取

引のうち、リース取引開始日が平成20年12月

31日以前のものについては、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によっており

ます。
　
　 ③ 重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

ロ．賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため、一部の連

結子会社における将来の支給見込額のうち、

当連結会計年度の負担額を計上しております。

　
　 ④ 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、

　 換算差額は損益として処理しております。

⑤ のれんの償却方法及び償却期間

のれんは３年～５年間で均等償却しております。

ただし、金額が僅少のものについては発生時に一括で償却しております。

　
　 ⑥ 消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
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２．連結貸借対照表に関する注記

　（1）担保に供している資産及び担保に係る債務

　①担保に供している資産

　 現金及び預金 480百万円

　 売掛金 306百万円

　 流動資産その他 383百万円

　 固定資産 320百万円

計 1,490百万円
　 ②担保に係る債務

　 短期借入金 243百万円

　 １年以内返済予定の長期借入金 96百万円

長期借入金 144百万円

　 計 484百万円

　（2）有形固定資産の減価償却累計額 1,858百万円

　

３．連結損益計算書に関する注記

　（1）研究開発費の総額

　一般管理費に含まれる研究開発費 909百万円
　

（2）減損損失

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損

損失を計上いたしました。

①減損損失を認識した資産グループの概要

場所 用途 種類

東京都千代田区
スマートフォンゲーム及び
コンシューマゲーム

ソフトウエア仮勘定
のれん

②減損損失の認識に至った経緯

資産または資産グループが、使用されている事業に関連して、経営環境が著

しく悪化、また、サービス停止、開発中止を決定したゲームタイトルについて、

将来のキャッシュ・フローの見積り総額が各資産グループの帳簿価額を下回る

こととなったため、減損損失を認識しております。
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③減損損失の金額

資産の種類 金額（百万円）

ソフトウエア仮勘定 40

のれん 184

計 225

④資産のグルーピング方法

当社グループは、主にゲームタイトルを単位として資産のグルーピングを行

っております。

⑤回収可能価額の算定方法

回収可能価額は、使用価値により測定しております。使用価値は将来キャッ

シュ・フローがマイナスの場合、回収可能価額を零として評価しております。

（3）GGF B.V.の株式の売却

当社は平成26年８月26日に当社の特定子会社であるGGF B.V.の全株式をソフ

トバンク株式会社に売却いたしました。これに伴いSupercell Oyの議決権付株

式の51％（希薄化後）を保有するKahon 3 Oyは持分法の適用の範囲から除外さ

れるとともに、関係会社株式売却益として7,591百万円を計上しております。

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

　(1) 発行済株式の総数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首の株式数

(株)
当連結会計年度増加株式数

(株)
当連結会計年度減少株式数

(株)
当連結会計年度末の株式数

(株)

普 通 株 式 11,520,100 1,140,489,900 ― 1,152,010,000

（注）普通株式の当連結会計年度増加株式数は、平成26年１月１日付で普通株式１株につき100株の
割合で株式分割を行ったことによるものであります。

　(2) 配当に関する事項

当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決議 株式の種類
配当金の

総 額

１株当た

り配当額
基準日 効力発生日

平成26年２月３日

取締役会
普通株式 2,880百万円 2.5円

平成25年

12月31日

平成26年

３月10日
（注）平成26年１月１日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行っております。１株当

たり配当額は当該株式分割後の配当額を記載しております。
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基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるも
の

平成27年２月３日開催の取締役会において、普通株式の配当に関する事項を次の
とおり決議いたしました。

　①配当金の総額 3,443百万円

　②１株当たり配当額 ３円

　③基準日 平成26年12月31日

　④効力発生日 平成27年３月９日

　⑤配当原資 利益剰余金

５．金融商品に関する注記

(1)金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金調達については主に既存ゲームの運営及び新規ゲーム
の開発を行うため、資金を銀行借入によって調達しております。また、資金運
用については一時的な余資を主に安全性の高い金融資産で運用しております。
　

②金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である売掛金は、顧客の債務不履行による信用リスクに晒されてお
ります。当該リスクに関しては、主要な取引先の状況を定期的にモニタリング
し、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等に
よる回収懸念の早期把握や軽減を図っております。また、売掛金のうち外貨建
てのものは、為替の変動リスクに晒されております。

有価証券及び投資有価証券は、価格の変動リスクに晒されております。当該
リスクの管理のため、時価や発行体の財務状況等の継続的なモニタリングを行
っております。
営業債務である買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。
未払法人税等は、法人税等の未払金額であり、１年以内の支払期日でありま

す。
借入金は、主に運転資金（短期）及び設備投資（長期）に係る資金調達を目

的としたものであります。これらは、流動性リスク及び金利変動リスクに晒さ
れておりますが、適時に資金繰計画を作成・更新することにより管理しており
ます。
　

③金融商品の時価等に関する事項についての補足事項

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合に
は合理的に算定された価額が含まれております。時価の算定においては、一定
の前提条件等を採用しており、異なる前提条件によった場合、当該価額が異な
る場合があります。
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(2)金融商品の時価等に関する事項

平成26年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につ
いては、次のとおりです。

　(単位：百万円)

連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1)現金及び預金 132,099 132,099 ―

(2)売掛金 16,094 16,094 ―

　 貸倒引当金（※） △60 △60 ―

16,034 16,034

(3)有価証券及び投資有価証券

　 その他有価証券 543 543 ―

資産計 148,677 148,677 ―

(1)買掛金 579 579 ―

(2)短期借入金 243 243 ―

(3)１年内返済予定の

　 長期借入金
232 232 ―

(4)未払法人税等 19,612 19,612 ―

(5)長期借入金 1,009 1,036 26

負債計 21,678 21,705 26

(※)売掛金に対して計上している貸倒引当金を控除しています。

(注１)金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

　資産
(1)現金及び預金、(2)売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、
当該帳簿価額によっております。

(3)有価証券及び投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引金融

機関から提示された価格によっております。また、譲渡性預金は短期間で決済
されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお
ります。

負債
(1)買掛金、(2)短期借入金、(3)１年内返済予定の長期借入金、(4)未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、
当該帳簿価額によっております。

(5)長期借入金
長期借入金の時価は、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想

定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。
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(注２)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
　(単位：百万円)

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 2,629

上記については、市場価値がなく、時価を把握することが極めて困難と認められ
るため、「(3)有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。

(注３)金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額
(単位：百万円)

１年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金及び預金 132,099 ― ― ―

売掛金 16,094 ― ― ―

有価証券及び投資有価証券

　その他有価証券のうち満期

　があるもの
543 ― ― ―

合計 148,737 ― ― ―

(注４)長期借入金の連結決算日後の返済予定額
(単位：百万円)

１年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超

長期借入金 232 905 104 ―

　

６. １株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 112円32銭

(2) １株当たり当期純利益 54円02銭

　

７．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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貸 借 対 照 表

(平成26年12月31日現在)
(単位：百万円)

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 143,027 流 動 負 債 26,603

現 金 及 び 預 金 125,617 買 掛 金 609

売 掛 金 15,270 未 払 金 2,215

前 払 費 用 324 リ ー ス 債 務 96

繰 延 税 金 資 産 1,284 未 払 費 用 66

そ の 他 531 未 払 法 人 税 等 19,537

固 定 資 産 11,688 未 払 消 費 税 等 3,909

有 形 固 定 資 産 228 そ の 他 167

　建 物 54 固 定 負 債 110

　器 具 備 品 174 リ ー ス 債 務 63

無 形 固 定 資 産 1,214 資 産 除 去 債 務 47

ソ フ ト ウ エ ア 519 負 債 合 計 26,713

ソフトウエア仮勘定 663 純 資 産 の 部

そ の 他 31 株 主 資 本 128,002

投資その他の資産 10,245 資 本 金 5,338

関 係 会 社 株 式 6,175 資 本 剰 余 金 5,331

長 期 貸 付 金 436 資 本 準 備 金 5,331

長 期 前 払 費 用 591 利 益 剰 余 金 120,113

繰 延 税 金 資 産 1,266 その他利益剰余金 120,113

敷 金 及 び 保 証 金 1,774 繰越利益剰余金 120,113

自 己 株 式 △2,780

純 資 産 合 計 128,002

資 産 合 計 154,716 負 債 純 資 産 合 計 154,716

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

（平成26年１月１日から
平成26年12月31日まで）

(単位：百万円)

科 目 金 額

売 上 高 168,986

売 上 原 価 52,941

売 上 総 利 益 116,044

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 20,056

営 業 利 益 95,988

営 業 外 収 益

受 取 利 息 54

為 替 差 益 18

そ の 他 9 83

営 業 外 費 用

支 払 利 息 3

そ の 他 0 3

経 常 利 益 96,067

特 別 利 益

関 係 会 社 株 式 売 却 益 5,200 5,200

特 別 損 失

減 損 損 失 41

関 係 会 社 株 式 評 価 損 173 215

税 引 前 当 期 純 利 益 101,053

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 37,139

法 人 税 等 調 整 額 1,364 38,503

当 期 純 利 益 62,549

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（平成26年１月１日から
平成26年12月31日まで）

(単位：百万円)

株 主 資 本

純資産

合 計資 本 金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合 計資 本

準備金
資本剰余金
合 計

その他利益剰余金 利益剰余金
合 計繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 5,338 5,331 5,331 60,443 60,443 ― 71,113 71,113

当 期 変 動 額

剰余金の配当 △2,880 △2,880 △2,880 △2,880

当期純利益 62,549 62,549 62,549 62,549

自己株式の取得 △2,780 △2,780 △2,780

当期変動額合計 59,669 59,669 △2,780 56,888 56,888

当 期 末 残 高 5,338 5,331 5,331 120,113 120,113 △2,780 128,002 128,002

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

　(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

　 子会社株式 移動平均法による原価法

(2) 固定資産の減価償却の方法

① リース資産以外の

　 有形固定資産

定率法によっております。

(ただし、平成19年３月31日以前に取得したも

のに関しては、旧定率法を採用しておりま

す。）

なお、主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。

　建物附属設備 ４～15年

　器具備品 ４～６年

② リース資産以外の

　 無形固定資産

主に定額法によっており、自社利用のソフト

ウエアについては社内における利用可能期間

（１年～５年）に基づいております。

ただし、ポータブルデバイス向けゲームに関

連する無形固定資産は、見込販売収益により

償却しております。

③ リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法によっております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取

引のうち、リース取引開始日が平成20年12月

31日以前のものについては、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によっており

ます。

　(3) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。

　(4) 消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
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２．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 589百万円

　(2) 偶発債務

次の関係会社について、借入金に対し債務保証を行っております。

　 株式会社グラスホッパー・マニファクチュア 450百万円

　(3) 関係会社に対する金銭債権債務

　 短期金銭債権 448百万円

　 長期金銭債権 436百万円

　 短期金銭債務 543百万円

　
３．損益計算書に関する注記

　(1) 関係会社との取引に係るもの

営業取引(収入分) 25百万円

営業取引(支出分) 3,603百万円

営業取引以外の取引(収入分) 35,737百万円

　
(2) 研究開発費の総額

一般管理費に含まれる研究開発費 425百万円

　(3) 減損損失

①減損損失を認識した資産グループの概要

場所 用途 種類

東京都千代田区 スマートフォンゲーム ソフトウエア仮勘定

②減損損失の認識に至った経緯

資産又は資産グループが、使用されている事業に関連して、経営環境が著し

く悪化、また、サービス停止、開発中止を決定したゲームタイトルについて、

将来のキャッシュ・フローの見積り総額が各資産グループの帳簿価額を下回る

こととなったため、減損損失を認識しております。

③減損損失の金額

資産の種類 金額（百万円）

ソフトウエア仮勘定 41
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④資産のグルーピング方法

当社は、主にゲームタイトルを単位として資産のグルーピングを行っており

ます。

⑤回収可能価額の算定方法

回収可能価額は、使用価値により測定しております。使用価値は将来キャッ

シュ・フローがマイナスの場合、回収可能価額を零として評価しております。

　(4) GGF B.V.の株式の売却

当社は平成26年８月26日に当社の特定子会社であるGGF B.V.の全株式をソフ

トバンク株式会社に売却いたしました。これに伴い関係会社株式売却益として

5,200百万円を計上しております。

４．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における自己株式の数 4,300,000株

５．税効果会計に関する注記

　 繰延税金資産の発生の主な原因別内訳
　

　 繰延税金資産

未払事業税 1,276百万円

減価償却超過額 317百万円

関係会社株式評価損 852百万円

その他 104百万円

小計 2,551百万円

評価性引当額 ―

繰延税金資産合計 2,551百万円
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６. 関連当事者との取引に関する注記

親会社及び法人主要株主等

種類
会社等

の名称
所在地

資本金

（百万円）

事業の

内 容

議決権の

被所有

割合(%)

関連当

事者と

の関係

取引の

内 容

取引金額

(百万円)
科目

期末

残高

(百万円)

親会社

ソフト

バンク

株式会

社

東京都

港区
238,772

純粋持

株会社

40.15

(6.39)

[18.56]

同社の

従業員

による

当社取

締役の

兼務

GGF B.V.

株式の

売却

35,725 ― ―

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１．議決権の被所有割合の()内は間接被所有割合を内数で示し、[]内は同意している者からの
被所有割合を外数で記載しております。

　 ２．株式譲渡金額については、独立した第三者算定機関による株式価値算定結果を参考に、本
件取引の目的等を総合的に勘案して、交渉・協議のうえ決定しております。

３．取引金額には消費税等を含めず、期末残高には消費税等を含めております。

７. １株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 111円53銭

(2) １株当たり当期純利益 54円46銭

　

８．連結配当規制適用会社に関する注記

当社は連結配当規制の適用会社であります。

９．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書
平成27年２月12日

　ガンホー・オンライン・エンターテイメント株式会社
　 取締役会 御中

あらた監査法人
指 定 社 員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 岸 信一 ㊞

指 定 社 員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 千代田 義央 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、ガンホー・オンライン・エンターテイメント株式会社の平成26年１

月１日から平成26年12月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資

本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づ

き監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査

の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況

に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に

は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書

類の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ガンホ

ー・オンライン・エンターテイメント株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損

益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書
平成27年２月12日

　ガンホー・オンライン・エンターテイメント株式会社
　 取締役会 御中

あらた監査法人
指 定 社 員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 岸 信一 ㊞

指 定 社 員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 千代田 義央 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ガンホー・オンライン・エンターテイメント株式会社の平成

26年１月１日から平成26年12月31日までの第18期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動

計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し

適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査

の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、

監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査

手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づ

いて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リ

スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示

に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われ

た見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告

監査報告書

　当監査役会は、平成26年1月1日から平成26年12月31日までの第18期事業年度の取締役の職務の執行

に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとお

り報告いたします。

1.監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報

告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ

て説明を求めました。

　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取

締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努める

とともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につい

て報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社において業務及び財産の

状況を調査いたしました。また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適

合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会

社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議

に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び

運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。子会

社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社

から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細

書について検討いたしました。

　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証す

るとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし

た。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規

則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）

等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当

該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及び

その附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書

及び連結注記表）について検討いたしました。

2.監査の結果

（1）事業報告等の監査結果

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているもの

と認めます。

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認め

られません。

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統

制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項

は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人あらた監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
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（3）連結計算書類の監査結果

会計監査人あらた監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　平成27年2月20日

　 ガンホー・オンライン・エンターテイメント株式会社 監査役会

常勤監査役 安 藤 陽一郎 ㊞

監 査 役 上 原 浩 人 ㊞

監 査 役 蒲 俊 郎 ㊞

注）監査役安藤陽一郎、監査役上原浩人及び監査役蒲俊郎は、会社法第2条第16号及び第335条第3項

に定める社外監査役であります。

以 上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案　取締役７名選任の件

　取締役全員（７名）は本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、
取締役７名の選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当
社の株式数

１
孫
そん

　 泰
た い ぞ う

蔵
(昭和47年９月29日)

平成８年２月 インディゴ株式会社 代表取締役

3,850
千株

平成12年４月 ソフトバンク・イーコマース株式会社
（現ソフトバンクＢＢ株式会社） 取締
役

平成12年８月 オンセール株式会社（現当社） 代表取
締役社長

平成16年１月 当社 代表取締役会長（現任）

（重要な兼職の状況）

　合同会社孫エクイティーズ 代表社員

　アジアングルーヴ合同会社 代表社員

　合同会社ハーティス 職務執行者

　Supercell Oy Director（取締役）

２
森
も り し た

下　一
か ず き

喜
(昭和48年９月16日)

平成６年４月 株式会社パルテック入社

10,096
千株

平成８年７月 株式会社ソフトクリエイト入社

平成12年３月 ドルフィン・ネット株式会社 取締役

平成12年12月 キッカーズ放送網株式会社 取締役

平成13年５月 オンセール株式会社（現当社） Ｅ－サ
ービス部部長

平成14年８月 当社 ＣＯＯ

平成16年１月 当社 代表取締役社長（現任）

平成17年12月 株式会社ゲームアーツ 取締役

平成20年３月 株式会社ゲームアーツ 代表取締役社長
（現任）

（重要な兼職の状況）

株式会社ゲームアーツ 代表取締役社長

GRAVITY Co.,Ltd. 理事（取締役）
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当
社の株式数

３
坂
さ か い

井　一
か ず や

也
(昭和40年１月28日)

昭和62年４月 株式会社九州相互銀行（現株式会社親
和銀行）入行

1,000
千株

平成５年１月 エクス・ツールス株式会社入社

平成８年４月 同社 取締役管理本部長

平成12年４月 同社 代表取締役副社長

平成14年４月 同社 代表取締役社長

平成15年11月 同社 代表清算人

平成16年４月 当社入社 管理部長兼ＣＦＯ

平成17年３月 当社 取締役（現任)

平成18年１月 当社 管理本部長兼ＣＦＯ

平成20年４月 当社 財務戦略本部長兼ＣＦＯ

平成21年４月 当社 経営管理本部長兼ＣＦＯ

平成21年10月 当社 常務執行役員

平成22年８月 当社 財務経理本部長兼ＣＦＯ

平成23年１月 当社 常務執行役員財務経理本部長兼
経営管理本部長兼ＣＦＯ

平成23年７月 当社 常務執行役員財務経理本部長兼
ＣＦＯ兼ＩＲＯ

平成24年３月 当社 財務経理本部長兼ＣＦＯ兼ＩＲ
Ｏ

平成26年４月 当社 財務経理本部長兼ＣＦＯ（現任）

（重要な兼職の状況）

GRAVITY Co.,Ltd. 理事（取締役）
GungHo Online Entertainment Asia Pacific Pte.Ltd.
Director（取締役）
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当
社の株式数

４
北
き た む ら

村　佳
よ し の り

紀
(昭和43年６月11日)

平成４年４月 株式会社学生援護会（現株式会社イン
テリジェンス）入社

400
千株

平成７年１月 株式会社ロスマンズジャパン入社

平成11年９月 ＩＣＣ株式会社入社

平成14年１月 ＮＣジャパン株式会社入社

平成15年２月 当社入社 マーケティング部長

平成18年１月 当社 マーケティング本部長

平成18年３月 当社 取締役（現任）

平成19年７月 当社 国際事業統括本部長

平成21年10月 当社 常務執行役員国際本部長

平成24年３月 当社 国際本部長（現任）

（重要な兼職の状況）

GRAVITY Co.,Ltd. 理事（取締役)

５
越
お ち

智　政
ま さ と

人
(昭和43年12月17日)

昭和62年４月 株式会社海老正入社

50
千株

平成４年１月 第一高千穂株式会社入社

平成７年10月 株式会社ソフトクリエイト入社

平成12年５月 ドルフィン・ネット株式会社 取締役

平成12年12月 キッカーズ放送網株式会社入社

平成14年２月 株式会社アリスネット入社

平成16年２月 当社入社

平成19年２月 当社 第三マーケティング部長

平成19年７月 当社 パブリッシング本部長

平成20年４月 当社 上席執行役員オンライン事業部
長

平成21年10月 当社 常務執行役員ゲーム事業部長

平成22年３月 当社 取締役（現任）

平成22年７月 当社 常務執行役員ゲーム事業部長兼
経営管理本部長

平成23年１月 当社 常務執行役員ゲーム事業部長

平成24年１月 当社 常務執行役員オンライン本部上
席本部長

平成24年３月 当社 オンライン本部上席本部長

平成26年５月 当社 システム・ＣＳ本部長（現任）
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当
社の株式数

６
吉
よ し だ

田　康
こ う じ

二
(昭和28年11月27日)

昭和52年４月 アラビア石油株式会社入社

－

平成12年５月 任天堂株式会社入社

平成14年１月 同社 総務部長

平成17年10月 同社 総務本部長

平成18年６月 同社 取締役

平成23年４月 当社入社 経営管理本部長代行

平成23年７月 当社 経営管理本部長兼ＣＣＯ（現任）

平成24年３月 当社 取締役（現任）

（重要な兼職の状況）

GungHo Online Entertainment Asia Pacific Pte.Ltd.
Director（取締役）

７
大
お お ば

庭　則
の り か ず

一
(昭和41年８月27日)

平成元年４月 株式会社三菱銀行（現株式会社三菱東
京ＵＦＪ銀行）入行

－

平成18年12月 ソフトバンク株式会社 財務部財務企
画グループ長

平成20年６月 当社 上席執行役員財務戦略本部長
（ソフトバンク株式会社より出向)

平成23年３月 当社 取締役（現任）

（重要な兼職の状況）

ソフトバンク株式会社 財務部部長補佐兼財務管理グ
ループ長

(注) １．孫泰蔵氏は、Supercell OyのDirector（取締役）を兼務し、同社は当社とゲームに関する
事業において競業関係にあります。その他の取締役候補者と当社との間には、特別の利害
関係はありません。

２．大庭則一氏は、当社の親会社であるソフトバンク株式会社の使用人であり、同社の子会社
であるガリレイ・ジャパン株式会社の代表取締役を兼務しております。なお、ソフトバン
ク株式会社における地位、担当につきましては、「略歴、地位、担当及び重要な兼職の状
況」に記載のとおりであります。
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第２号議案　取締役に対する株式報酬型ストック・オプション報酬額及び内容決定の

件

　当社の取締役の報酬等の額につきましては、平成16年７月30日開催の臨時株主総会
において、年額300百万円以内とすることをご承認いただいておりますが、株主重視の
経営意識を高め、中長期的な当社の業績拡大及び企業価値の向上に対する意欲及び士
気を従来以上に向上させることを目的として、前記の報酬額とは別枠で、下記のとお
り、年額300百万円の範囲内でストック・オプションとして新株予約権を取締役に対し
て発行するための報酬等につき、ご承認をお願いするものであります。
　本件ストック・オプションは、新株予約権を行使することにより交付を受ける株式
１株当たりの行使価額を１円とする「株式報酬型ストック・オプション」であります。
　また、新株予約権の付与に際しては、新株予約権の割当日においてブラック・ショ
ールズ・モデル等の公正な算定方式に基づき算定される公正価額を基準として当社取
締役会で定める額を当該新株予約権の発行価額（払込金額）とし、当社の取締役が割
当てを受ける新株予約権の払込金額の総額に相当する報酬請求権を付与することとし
たうえで、金銭による新株予約権の払込金額の払込みに代えて、当該報酬請求権と相
殺する方法によって、取締役に新株予約権を取得させることを予定しております。
　なお、現在の取締役は７名であり、第１号議案が原案どおり可決された場合、取締
役の員数は７名となります。

記

取締役に対するストック・オプションとしての新株予約権の具体的な内容

１．新株予約権の総数
　各事業年度に係る当社定時株主総会開催日から１年以内に発行する新株予約権の総
数は、当社取締役会決議に基づき、年額300百万円の範囲内で新株予約権の発行価額

（払込金額）の総額を定め、これを新株予約権の割当日においてブラック・ショール
ズ・モデル等の公正な算定方式に基づき算出される新株予約権１個当たりの公正価額
を基準として当社取締役会で定める額をもって除して得られた数（但し、整数未満の
端数は切捨てる。）を限度とする。

２．新株予約権の目的である株式の種類及び数
　新株予約権の目的である株式の種類は当社の普通株式とし、新株予約権の目的であ
る株式の数（以下「付与株式数」という。）は、新株予約権１個当たり当社の普通株式
100株とする。
　なお、付与株式数は、新株予約権の割当日後、当社が株式分割（当社の普通株式の
無償割当てを含む。以下同じ。）又は株式併合を行う場合、次の算式により調整される
ものとする。但し、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない
新株予約権の目的である株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の
端数については、これを切り捨てるものとする。

　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割又は株式併合の比率

― 43 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2015年02月20日 18時09分 $FOLDER; 43ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



　また、新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割又は株式交換を行う場合その
他これらの場合に準じ付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は取締役会の決
議をもって適当と認める付与株式数の調整を行うことができる。

３．新株予約権と引換えに払い込む金額
　新株予約権１個当たりの払込金額は、新株予約権の割当日においてブラック・ショ
ールズ・モデル等の公正な算定方式に基づき算定される新株予約権の公正価額を基準
として当社取締役会で定める額とする。但し、当社は新株予約権の割当てを受ける取
締役に対し、当該取締役が割当てを受ける新株予約権の払込金額の総額に相当する報
酬請求権を付与することとし、金銭による新株予約権の払込金額の払込みに代えて、
当該報酬請求権と新株予約権の払込金額の払込債務とを相殺するものとする。

４．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
　新株予約権１個当たりの行使に際して出資される財産の価額は、当該新株予約権を
行使することにより交付を受けることができる株式１株当たりの行使価額を１円とし、
これに付与株式数を乗じた金額とする。

５．新株予約権を行使することができる期間
　割当日から16年以内の範囲で、取締役会において定める。

６．譲渡による新株予約権の取得の制限
　譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の承認を要する。

７．新株予約権の行使の条件
①新株予約権を保有する者は、新株予約権の行使時においても、当社又は当社関係会
社（当社子会社等、当社と資本関係にある会社をいう。）の取締役、監査役又は従業員
のいずれかの地位にあることを要する。但し、任期満了による退任、定年退職、その
他正当な理由がある場合はこの限りではない。
②その他の新株予約権の行使の条件は、取締役会決議により決定する。

８．その他の新株予約権の内容
　その他の新株予約権の内容については、新株予約権の募集事項を決定する取締役会
において定める。

【ご参考】当社は当社執行役員に対しても、取締役と同様に株式報酬型ストック・オ
プションとして上記２.ないし８.と同内容の新株予約権を、当社が必要とする個数に
おいて割当てる予定です。また、ストック・オプションの権利行使の際には、当社が
保有する自己株式（平成26年12月31日現在4,300,000株）を充当する予定です。

以 上
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〈メ モ 欄〉
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